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1．本年度の研究成果	 

第 2期がん診療推進基本計画に示されているように、診断時から、質の高い緩和ケアの提供を

実施するためには、地域がん診療連携拠点病院等における緩和ケアチームの活発な活動が必須

である。しかしながら、2013 年 4月現在 397 施設が指定されているがん診療拠点病院の緩和ケ

アチームの活動は十分とは言えず、それぞれの活動にも格差がみられ、その理由の一つとして、

専門的緩和ケアを提供できる人材の確保が難しいことが推定されている。実際に平成 20 年度

の医療水準調査では、緩和ケアチームの年間依頼件数は 73件±133 件（平均±標準偏差）であ

り、63％のチームにおいて専従の医師は配置されておらず、31％のチームにおいて、平日日中

の診療依頼に対して対応することが困難とされている（Nakazawa	 Y,	 et	 al.	 JJCO	 2012）。ま

た、平成 24 年 11 月現在日本緩和医療学会緩和医療専門医は 39 名であり、今後急速な増加を

見込むことは困難である。このように人的資源が限られた中で、どのように緩和ケアチームの

診療の質を向上させ、活動を活性化するかは大きな課題である。本研究班の目的は、わが国の

緩和ケアの均てん化に資するため、全国のがん診療拠点病院等の緩和ケアチームが、限られた

資源の中で効果的に活動するための運用モデルを作成することである。加えて、緩和ケアチー

ムを構成する医療従事者、ならびに緩和ケアチームと協働して基本的な緩和ケアを実践するが

ん診療に携わる医師、看護師、メディカルスタッフ（リハビリスタッフ、心理療法士、薬剤師

等）の教育方法についても検討を行った。	 

（１）緩和ケアチームが、限られた資源の中で効果的に活動するための運用モデルの作成	 

	 平成 24 年度のがん診療拠点病院における緩和ケアチームの診療実績ならびに人員配置調査

の結果から、緩和ケアチームに専従の医師がおらず、かつ緩和ケアチームの年間コンサルテー

ション数が 150 件を上回る病院を選定し、該当するすべての病院から緩和ケアチームの運用モ

デルを収集中である（研究実施中）。運用モデルの内容としては以下のものを収集した；職種

の配置（医師、看護師、薬剤師、医療ソーシャルワーカー、リハビリスタッフ）、各職種の役

割、専従看護師の役割と配置場所、緩和ケア外来の活動内容、院内での組織上の位置づけ、コ

ンサルテーション内容、活動時間など。あわせて、前記した緩和ケアチームの専任医師並びに

専従看護師を対象として、『緩和ケアチームの活動を活性化するために行っている工夫とは』

をテーマとしたフォーカスグループインタビューを平成 26 年 1 月に実施し、その内容を分析

する予定である。以上の結果を統合して、限られた人的資源の中で緩和ケアチームが効果的に

活動できるようになるための運用モデル・マニュアル（案）を作成する。	 

	 

（２）緩和ケアチームを構成する医療従事者の教育方法に関する研究	 

	 緩和ケアチームの診療の質を高めるために、前年度までの実績をもとに、国立がん研究セン

ターがん対策情報センターと協働して、全国のがん診療拠点病院等の緩和ケアチームを対象と

して、緩和ケアチーム研修会を開催し、その教育効果を信頼性妥当性が検証された『緩和ケア

チームの活動の評価尺度』を用いて評価した。また、緩和ケアチームを構成する医師・メディ

カルスタッフの質の向上のために、前年度までに実施した実態調査等をもとに、専門家会議を

開催し、緩和ケアチームを構成する薬剤師、緩和ケアチームを構成する心理士の活動の手引き



を作成し、全国のがん診療拠点病院等に配布した。	 

	 

（３）緩和ケアチームと協働して基本的な緩和ケアを実践するがん診療に携わる医師、看護師、

メディカルスタッフの教育方法に関する研究	 	 

	 前年度までに実施してきた以下の 3課題の研究を継続して行った。	 

１）効果的ながん診療に携わる医師のための緩和ケア研修会の研修会の効果の評価研究を信頼

性妥当性が検証された『PEACE-Q33』を用いて前後比較試験を行い、研修会を受講することに

より、緩和ケアの知識が短期的には上昇し、その効果は少なくとも 2ヶ月間持続することが明

らかとなった。また、緩和ケア研修会を受講した効果を明らかにするために、緩和ケア研修会

受講生に対して、『緩和ケア研修会を受けてどんな変化があったか』に関するフォーカスグル

ープインタビューを行い、緩和ケア研修会受講が受講者にもたらす行動変容について質的に検

証中である（現在研究実施中）。	 

２）看護師のための緩和ケア教育プログラムである End-of-Life	 Nursing	 Education	 

Consortium-	 Japan	 （ELNEC-J）の教育効果を、ウェイティングリストコントロールを用いた

ランダム化比較試験で検証した。結果は現在解析中である。	 

３）がん診療に携わる小児科医に対する緩和ケア教育プログラムであり、小児血液がん学会が

厚生労働省の委託事業の一環として実施している小児緩和ケア研修会 Care	 for	 

Life-threatening	 Illness	 in	 Childhood（CLIC）の教育効果の検証を行った。	 

	 

（４）緩和ケアチーム等が提供する緩和ケアの質の向上に関する研究	 

	 専門的緩和ケアの質の向上には、質の高い臨床研究の実施とその結果のフィードバックが必

須であるが、緩和医療の領域では研究者の育成が十分とは言えない状況である。緩和医療の研

究に関するセミナーの実施を 1 月 12 日（日）に予定しており、このセミナーの実施等を通し

て、緩和医療に携わる研究者の育成方法について検討を行った。	 

	 	 

3．研究成果の意義及び今後の発展性	 

本研究の実施により、限られた資源の中で効果的に活動するための緩和ケアチームの運用モ

デルに関する知見のプールが作成された。この知見のプールから、各々の施設において実施可

能な工夫が緩和ケアチームで実行されることにより、全国の緩和ケアチーム等の活動がより活

性化し、緩和ケアチームへのアクセスの改善、診療・ケアの質の向上が期待でき、ひいては、

がん患者・家族の QOL の向上に寄与することが期待される。	 

	 また、本研究では、基本的緩和ケアの実施に必要な医師・看護師に対する緩和ケアの教育プ

ログラムの開発を行いその知識に関する教育効果を検証してきた。今後は、研修会の効果を知

識だけでなく、医療従事者の態度や行動変容に関する評価尺度を開発し、実測することにより

研修会の教育評価を多角的に行うとともに、その結果に基づいてより良い研修会のプログラム

を作成することが望ましい。また、現在緩和ケア推進検討会の第2次中間とりまとめに沿って、

より患者の視点を取り入れたものとするために、医師に対する緩和ケア研修会のプログラムを

改定中である。新しく作成されたプログラムに対応した知識・技能・態度に関する教育の評価

尺度の開発も併せて進めていく必要がある。	 

	 

	 



4．倫理面への配慮	 

本研究は、患者家族を対象とした臨床研究ではなく、医療従事者を対象とした教育プログラ

ムの作成・改訂およびその有効性の検証に関する研究、ならびに医療従事者に対するインタビ

ュー研究である。調査にあたっては、対象者にあらかじめ研究内容を説明し、同意を得た上で、

自記式の調査用紙を用いて調査を行った。調査は氏名や施設名が特定できぬようコード化して

行い、解析した。また、得られた結果は統計学的処理に使用されるもので個人のプライバシー

は厳重に守られる旨を文書にて説明した。	 
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